
平成平成平成平成２４２４２４２４年度 地方公営企業会計決算年度 地方公営企業会計決算年度 地方公営企業会計決算年度 地方公営企業会計決算のののの概要概要概要概要

１１１１．．．．事業数事業数事業数事業数

■地方公営企業の事業数の状況

■地方公営企業の事業数の推移

水道事業

19事業

20.2%

簡易水道事業

14事業

14.9%

交通事業

3事業

3.2%病院事業

7事業

7.4%

下水道事業

33事業

35.1%

介護サービス事業

9事業

9.6%

その他

9事業

9.6%

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

事業数
94事業
(100%)

平成24年度末現在

年度 平成
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 対前年度比較

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 19 19 19 19 19 0
簡 易 水 道 事 業 14 14 14 14 14 0
交 通 事 業 3 3 3 3 3 0
病 院 事 業 7 7 7 7 7 0
下 水 道 事 業 32 32 32 32 33 1
介護サービス事業 9 9 9 9 9 0
そ の 他 11 10 10 10 9 ▲ 1
合 計 95 94 94 94 94 0
（注）各年度の事業数は、年度末の数値であり、建設中の事業を含む。

事業数は、平成２４年度末現在９４事業で、前年度末と同数となっている。
このうち、地方公営企業法の適用を受け企業会計方式等を用いる法適用企業は３４事

業で、同法の適用を受けない法非適用企業は６０事業となっている。
また、事業数を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、簡易水道

事業、介護サービス事業、病院事業の順となっている。
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２２２２．．．．職員数職員数職員数職員数

■地方公営企業の職員数の状況

■地方公営企業の職員数の推移

年度 平成
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 対前年度比較

事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 375 368 358 350 346 ▲ 4
簡 易 水 道 事 業 33 31 29 29 28 ▲ 1
交 通 事 業 150 142 136 129 119 ▲ 10
病 院 事 業 780 802 815 821 825 4
下 水 道 事 業 164 160 168 166 159 ▲ 7
介護サービス事業 165 164 138 140 141 1
そ の 他 32 25 24 17 15 ▲ 2
合 計 1,699 1,692 1,668 1,652 1,633 ▲ 19

水道事業

346人

21.2%

交通事業

119人

7.3%

簡易水道事業

28人

1.7%

病院事業

825人

50.5%

下水道事業

159人

9.8%

介護サービス事業

141人

8.6%

その他

15人

0.9%

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

職員数
1,633人
(100%)

職員数（臨時・非常勤職員を含む常時雇用職員数）は、平成２４年度末現在１，６３３
人で、前年度末に比べて１９人、１．２％の減少となっている。

職員数を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業、介護サ
ービス事業、交通事業の順となっている。
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３３３３．．．．決算規模決算規模決算規模決算規模

・法適用企業 ３５，１４６百万円（対前年度 ７２５百万円 ２．１％増）

・法非適用企業 １８，６９９百万円（対前年度 ７８９百万円 ４．０％減）

■地方公営企業の決算規模の状況

■地方公営企業の決算規模の推移

決算規模
53,845百万円

（100%）

交通事業

2,185百万円

4.1%

簡易水道事業

1,896百万円

3.5%

水道事業

14,787百万円

27.5%

病院事業

17,532百万円

32.6%

下水道事業

14,986百万円

27.8%

介護サービス事業

1,628百万円

3.0%

その他

831百万円

1｡5％

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

区分
年度 平成 平成

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 対前年度比較 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 19,519 17,743 16,054 14,860 14,787 ▲ 73 ▲ 9.1 ▲ 9.5 ▲ 7.4 ▲ 0.5
簡 易 水 道 事 業 2,163 2,023 1,816 1,732 1,896 164 ▲ 6.5 ▲ 10.2 ▲ 4.6 9.5
交 通 事 業 1,958 2,082 1,862 1,730 2,185 455 6.3 ▲ 10.6 ▲ 7.1 26.3
病 院 事 業 16,337 17,331 15,610 17,168 17,532 364 6.1 ▲ 9.9 10.0 2.1
下 水 道 事 業 16,800 16,428 16,189 15,289 14,986 ▲ 303 ▲ 2.2 ▲ 1.5 ▲ 5.6 ▲ 2.0
介護サービス事業 1,676 1,626 1,672 1,639 1,628 ▲ 11 ▲ 3.0 2.8 ▲ 2.0 ▲ 0.7
そ の 他 2,160 1,802 1,690 1,491 831 ▲ 660 ▲ 16.6 ▲ 6.2 ▲ 11.8 ▲ 44.3

合 計 60,613 59,035 54,893 53,909 53,845 ▲ 64 ▲ 2.6 ▲ 7.0 ▲ 1.8 ▲ 0.1

　　　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

（単位：百万円、％）

決　　　算　　　規　　　模 対前年度増減率

　　　法適用企業：総費用－減価償却費＋資本的支出

（注）決算規模の算出は次のとおりとした。

決算規模（歳出総額）は、５３，８４５百万円で、前年度より６４百万円、０．１％の
減少となっている。

また、決算規模を事業別にみると、病院事業が最も大きく、次いで下水道事業、水道事
業の順となっており、当該３事業で全体の８７．９％を占めている。
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４４４４．．．．経営状況経営状況経営状況経営状況

・法適用企業 収支額１，４４２百万円（対前年度 ４３７百万円 ４３．５％増）

・法非適用企業 収支額 ７６２百万円（対前年度 １２５百万円 １９．６％増）

【補足説明】

赤字事業の状況 （９事業：５団体）

・水道事業 （２事業：阿南市、三好市）

・交通事業 （１事業：鳴門市）

・病院事業 （２事業：三好市、海陽町）

・下水道事業 （１事業：徳島市）

・市場事業 （１事業：徳島市）

・観光施設事業（１事業：徳島市）

・と畜場事業 （１事業：徳島市）

■地方公営企業全体の経営状況

■地方公営企業全体の経営状況（事業別総収支額）

年度
区分 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計

黒字事業数 26 57 83 27 56 83 1 ▲ 1 0
(76.5%) (98.3%) (90.2%) (79.4%) (96.6%) (90.2%)

黒字額 1,565 1,004 2,569 1,710 1,031 2,741 145 27 172
赤字事業数 8 1 9 7 2 9 ▲ 1 1 0

(23.5%) (1.7%) (9.8%) (20.6%) (3.4%) (9.8%)
赤字額 ▲ 560 ▲ 367 ▲ 927 ▲ 268 ▲ 269 ▲ 537 292 98 390

総事業数 34 58 92 34 58 92 0 0 0
収支 1,005 637 1,642 1,442 762 2,204 437 125 562

（注）１．事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）であり、年度末事業数とは必ずしも一致しない。
　　　２．黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
　　　３．（ ）は、総事業数（建設中のものを除く）に対する割合。

（単位：事業数、百万円）
２３年度（A） ２４年度（Ｂ） 差引(Ｂ)－(Ａ)

区分
年度 ２３年度 ２４年度 差引 ２３年度 ２４年度 差引 ２３年度 ２４年度 差引

事業 (A) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) (A) (Ｂ) (Ｄ)-(Ｃ) (A) (Ｂ) (Ｆ)-(Ｅ)
水 道 事 業 1,128 927 ▲ 201 1,128 927 ▲ 201
簡 易 水 道 事 業 506 534 28 506 534 28
交 通 事 業 ▲ 57 113 170 ▲ 57 113 170
病 院 事 業 ▲ 45 396 440 ▲ 45 396 441
下 水 道 事 業 240 129 ▲ 111 240 129 ▲ 111
介護サービス事業 256 281 25 256 281 25
そ の 他 ▲ 21 6 27 ▲ 365 ▲ 182 183 ▲ 386 ▲ 176 210

合 計 1,005 1,442 437 637 762 125 1,642 2,204 562
（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。

合計
（単位：百万円）

法非適用法適用

公営企業全体の総収支は、２，２０４百万円の黒字となっている。
事業数では、事業を開始している９２事業のうち、黒字は８３事業と全体の９０．２％

（黒字額 ２，７４１百万円）であり、赤字は９事業と全体の９．８％（赤字額 ５３７
百万円）となっている。

また、事業別にみると、黒字事業は水道事業、簡易水道事業、病院事業、交通事業、下
水道事業、介護サービス事業、工業用水道事業、宅地造成事業、駐車場事業の９事業であ
り、赤字事業は市場事業、と畜場事業、観光施設事業の３事業となっている。
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【主な事業の経営状況等】

（１）水道事業の状況

純損益は９２７百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が２０１百万円、

１７．８％減少している。これは、企業の経常的な採算性を表す指標である経常収支の黒字

額が減少したことによる。

経常収益は１２，５１０百万円（対前年度 ２８０百万円、２．２％減）、経常費用は

１１，５５８百万円（対前年度 ７８百万円、０．７％減）であり、差引の経常収支は

９５２百万円の黒字（対前年度 ２０２百万円、１７．５％減）となっている。

経常収益減少の主な要因は、料金収入の減少（１１，８５４百万円：対前年度 １５７百

万円、１．３％減）によるものである

（２）交通事業の状況

計上損益に特別損益を加えた純損益は１１３百万円の黒字であり、前年度より１７０百万

円改善している。これは、小松島市のバス売却による収益により、赤字から黒字に転じたこ

とによるものである。

経常収益は１，３６２百万円（対前年度 ２４１百万円、１５．０％減）、経常費用は

１，３５４百万円（対前年度 ３０８万円、１８．５％減）であり、差引の経常収支は前年

度の赤字から８百万円の黒字に転じている。

経常収支改善の主な要因は、職員給与費の減少（８１３百万円：対前年度 １３７百万円、

１４．４％減）によるものである。

（３）病院事業の状況

純損益は、前年度の赤字から３９６百万円の黒字に転じている。これは徳島市民病院の入

院収益の増により、料金収入の増加によるものである。

経常収益は１５，８６９百万円（対前年度 ２０７百万円、１．３％増）、経常費用は

１５，４２６百万円（対前年度 ５５百万円、０．４％減）であり、差引の経常収支は

４４３百万円の黒字（対前年度 ２６２百万円、１４４．８％増）となっている。

経常収益増加の主な要因は、料金収入の増加（１２，４３０百万円：対前年度 ２２８百

万円、１．９％増）によるものであり、また、経常費用減少の主な要因は、減価償却費の減

少（１，３４０百万円：対前年度 １８４百万円、１２．１％減）によるものである。
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（４）下水道事業の状況

実質収支は、１２９百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が１１１百万円、

４６．３％減少している。これは、徳島市の公共下水において、使用料収入の減少により、

実質収支が赤字となったことによる。

収益的収支では、２，５０３百万円の黒字であり、前年度に比べて黒字額が２７４百万円

１２．３％増加しているが、これは、他会計繰入金の増加（３，０３３百万円：対前年度

１８４百万円、６．５％増）によるものである。

一方、資本的収支では、２，４８９百万円の赤字であり、前年度に比べて赤字額が

２０３百万円、８．９％増加している。これは、公共下水道において資本的収入の地方債が

減少（３，６２３百万円：対前年度 ９６８百万円、２１．１％減）し、資本的収入が減と

なったことに対して、資本的支出の額が前年度とくらべ大きな差がないことによるものであ

る。

（５）観光施設事業の状況

純損益は、７３百万円の赤字であり、前年度に比べて赤字額が１０百万円、１２．０％減

少している。これは、料金収入（３百万円）が発生したこと、及び指定管理料の減少により

営業費用が減少（６９百万円：対前年度 ６百万円、８．３％減）したことによるものであ

る。

当該事業における赤字事業は、徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ）であり、平成１８

年度から利用料金制による指定管理者制度を導入し経営改善を図っているが、修繕費等の経

費や減価償却費、支払利息により純損益が赤字の状態である。

（６）と畜場事業の状況

実質収支は、１８４百万円の赤字であり、前年度に比べて赤字額が１８３百万円、

４９．９％減少している。

当該事業における赤字事業は徳島市の事業であり、地方公共団体財政健全化法の資金不足

比率（１９０．９％）が、経営健全化基準（２０．０％）以上に該当している。

■参考：経常収支等の状況

区分
年度 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支

（総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引）
事業 (C) (D) (C)-(D) (C) (D) (C)-(D)
水 道 事 業 12,790 11,636 1,154 12,510 11,558 952 ▲ 280 ▲ 78 ▲ 202
簡 易 水 道 事 業 1,086 809 277 1,077 776 301 ▲ 9 ▲ 33 24
交 通 事 業 1,603 1,662 ▲ 59 1,362 1,354 8 ▲ 241 ▲ 308 67
病 院 事 業 15,662 15,481 181 15,869 15,426 443 207 ▲ 55 262
下 水 道 事 業 6,634 4,405 2,229 6,822 4,319 2,503 188 ▲ 86 274
介護サービス事業 1,607 1,559 48 1,602 1,538 64 ▲ 5 ▲ 21 16
そ の 他 1,026 864 162 983 785 198 ▲ 43 ▲ 79 36

合 計 40,408 36,416 3,992 40,225 35,756 4,469 ▲ 183 ▲ 660 477

２３年度 ２４年度 差引（２４年度－２３年度）
（単位：百万円）

（注）法適用企業にあっては経常収益（営業収益＋営業外収益）・経常費用（営業費用＋営業外費用）、法非適用企業に
　　　あっては総収益・総費用の数値である。
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５５５５．．．．料金収入料金収入料金収入料金収入

・法適用企業 ２５，５３２百万円（対前年度 ９１百万円 ０．３％減）

・法非適用企業 ４，１６２百万円（対前年度 ３５百万円 ０．８％増）

【補足説明】

・病院事業 １２，４３０百万円（対前年度 ２２８百万円 １．９％増）

主な要因は、徳島市の病院事業の入院収益の増加による。（４１９百万円増）

・水道事業 １１，８５４百万円（対前年度 １５８百万円 １．３％減）

主な要因は、徳島市の水道事業の給水人口減による。（９７百万円減）

・交通事業 ７５８百万円（対前年度 １７０百万円 １８．３％減）

主な要因は、徳島市及び小松島市の交通事業の路線再編等による。（１５７百万円減）

■地方公営企業の料金収入の状況
区分
年度 23年度 24年度 差引 23年度 24年度 差引 23年度 24年度 差引

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) （Ｅ） (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
12,011 11,854 ▲ 157 -             -             -             12,011 11,854 ▲ 157
(93.9%) (94.6%) (93.9%) (94.6%)

-             -             -             801 807 6 801 807 6
(73.8%) (74.9%) (73.8%) (74.9%)

928 758 ▲ 170 -             -             -             928 758 ▲ 170
(57.8%) (51.7%) (57.8%) (51.7%)
12,202 12,430 228 -             -             -             12,202 12,430 228
(77.9%) (78.3%) (77.9%) (78.3%)

-             -             -             1,907 1,947 40 1,907 1,947 40
(28.7%) (28.5%) (28.7%) (28.5%)

-             -             -             1,404 1,396 ▲ 8 1,404 1,396 ▲ 8
(87.4%) (87.2%) (87.4%) (87.2%)

482 490 8 15 12 ▲ 3 497 502 5
(67.3%) (68.2%) (4.8%) (4.5%) (48.4%) (50.8%)

25,623 25,532 ▲ 91 4,127 4,162 35 29,750 29,694 ▲ 56
(83.2%) (83.5%) (42.8%) (42.6%) (73.6%) (73.6%)

合計

交通事業

病院事業

法適用 法非適用

水道事業

簡易水道事業

（注）　（　　）内の数字は、総収益に占める料金収入比率である。

介護サービス事業

その他

合　計

下水道事業

料金収入は、２９，６９４百万円で、病院事業では増加しているが、多くの事業が減少
傾向にあり、前年度に比べて５６百万円、０．２％減少している。
また、料金収入を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業の順となって

おり、この２事業で全体の８１．８％を占めている。
なお、総収益に占める料金収入比率は、全体で７３．６％となっており、水道事業が

９４．６％と最も高く、一方、下水道事業が２８．５％と最も低くなっている。
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６６６６．．．．企業債企業債企業債企業債
（（（（１１１１））））企業債発行額企業債発行額企業債発行額企業債発行額

・うち法適用企業 ２，１３４百万円（対前年度 １８２百万円 ７．８％減）
・うち法非適用企業 ３，９４２百万円（対前年度 ８３７百万円 １７．５％減）

【補足説明】
・病院事業 ５４２百万円 （対前年度 ９９百万円 １５．４％減）

減少要因は、三野病院の増改築工事の終了に伴う発行額の減による。
・下水道事業 ３，６２３百万円（対前年度 ９６９百万円 ２１．１％減）

減少要因は、徳島市の借換債発行対象の企業債総額の減による。

■地方公営企業の企業債発行額の状況

■地方公営企業の企業債発行額の推移

病院事業

542百万円

8.9%

交通事業

9百万円

0.1%

その他

17百万円

0.3%

簡易水道事業

302百万円

5.0%

水道事業

1,583万円

26.1%

下水道事業

3,623百万円

59.6%
水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

その他

企業債発行額

6,076百万円

      (100%)

年度

平成 平成

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 対前年度比較 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 4,980 3,797 2,204 1,665 1,583 ▲ 82 ▲ 23.8 ▲ 42.0 ▲ 24.5 ▲ 4.9
簡 易 水 道 事 業 479 291 149 159 302 143 ▲ 39.2 ▲ 48.8 6.7 89.9
交 通 事 業 32 60 27 9 9 0 87.5 ▲ 55.0 ▲ 66.7 0.0
病 院 事 業 3,258 1,958 28 641 542 ▲ 99 ▲ 39.9 ▲ 98.6 2,189.3 ▲ 15.4
下 水 道 事 業 6,039 5,065 4,943 4,592 3,623 ▲ 969 ▲ 16.1 ▲ 2.4 ▲ 7.1 ▲ 21.1
介護サービス事業 0 0 0 0 0 0 - - - -
そ の 他 0 0 36 29 17 ▲ 12 - - - ▲ 41.4

合 計 14,788 11,171 7,387 7,095 6,076 ▲ 1,019 ▲ 24.5 ▲ 33.9 ▲ 4.0 ▲ 14.4

（注）企業債発行額には、前年度同意・許可債で当年度収入分及び借換債を含み、当年度同意・許可債で未収入分は含まない。

（単位：百万円、％）
企業債発行額 対前年度増減率

建設投資の財源である企業債について、企業債発行額は６，０７６百万円で、病院事業、
水道事業及び下水道事業で建設改良の事業費が減少したため、前年度より１，０１９百万
円、１４．４％の減少となっている。

また、企業債発行額を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院
事業の順となっており、当該３事業で全体の９４．６％を占めている。
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（（（（２２２２））））企業債現在高企業債現在高企業債現在高企業債現在高

・うち法適用企業 ８０，７８６百万円（対前年度 ３，２２３百万円 ３．８％減）

・うち法非適用企業 ９４，０８０百万円（対前年度 ８７９百万円 ０．９％減）

【補足説明】

・病院事業 ２１，７６８百万円（対前年度 １，２８８百万円 ５．６％減）

主な減少要因は、徳島市の病院事業での元金償還による。

・水道事業 ５７，７０７百万円（対前年度 １，６６７百万円 ２．８％減）

主な減少要因は、徳島市の水道事業での耐震化事業等の進捗状況により、施設改良事業

での起債額が元利償還を下回ったことによる。

■地方公営企業の企業債現在高の推移

区分
年度 平成 平成

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 対前年度比較 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 60,940 62,088 60,942 59,374 57,707 ▲ 1,667 1.9 ▲ 1.8 ▲ 2.6 ▲ 2.8
簡 易 水 道 事 業 9,076 8,724 8,285 7,842 7,561 ▲ 281 ▲ 3.9 ▲ 5.0 ▲ 5.3 ▲ 3.6
交 通 事 業 468 471 439 379 207 ▲ 172 0.6 ▲ 6.8 ▲ 13.7 ▲ 45.3
病 院 事 業 24,965 25,553 24,235 23,056 21,768 ▲ 1,288 2.4 ▲ 5.2 ▲ 4.9 ▲ 5.6
下 水 道 事 業 84,621 85,819 86,254 85,928 85,461 ▲ 467 1.4 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.5
介護サービス事業 904 835 763 692 619 ▲ 73 ▲ 7.6 ▲ 8.6 ▲ 9.3 ▲ 10.5
そ の 他 2,295 2,033 1,867 1,697 1,543 ▲ 154 ▲ 11.4 ▲ 8.2 ▲ 9.1 ▲ 9.1

合 計 183,269 185,523 182,785 178,968 174,866 ▲ 4,102 1.2 ▲ 1.5 ▲ 2.1 ▲ 2.3

（単位：百万円、％）

企　業　債　現　在　高 対前年度増減率

60,940

9,076

24,965

84,621

62,088

8,724

25,553

85,819

60,942

8,285

24,235

86,254

59,374

7,842

23,056

85,928

57,707

7,561

21,768

85,461

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

（百万円）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 （年度）

その他

介護サービス事業

下水道事業

病院事業

交通事業

簡易水道事業

水道事業

178,968185,523 182,785183,269 174,866

企業債現在高は、１７４，８６６百万円で、病院事業や水道事業の事業進捗状況により
減少しており、前年度より４，１０２百万円、２．３％減少している。

また、企業債現在高を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院
事業の順となっており、当該３事業で全体の９４．３％を占めている。
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７７７７．．．．他会計繰入金他会計繰入金他会計繰入金他会計繰入金

・うち法適用企業 ４，９３８百万円（対前年度 ３７４百万円 ８．２％増）
・うち法非適用企業 ７，５８３百万円（対前年度 ４２９百万円 ６．０％増）

【補足説明】
・交通事業 １，２２２百万円（対前年度 ６４１百万円 １１０．３％増）

主な要因は、鳴門市の事業廃止に伴う第三セクター等改革推進債活用による繰入金の増。
（７１０百万円増）

■地方公営企業への他会計繰入金の状況

■地方公営企業への他会計繰入金の推移

549

842

543

2,171

5,361

433

565

513

853

542

2,243

5,659

202

496

370

744
451

2,954

5,896

167

516

331

700

581

3,517

5,895

166

528

299

761

1,222

3,280

6,290

212
457

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 （年度）

その他

介護サービス事業

下水道事業

病院事業

交通事業

簡易水道事業

水道事業

12,52111,71810,50810,464 11,098

区分
年度 平成

２３年度 ２４年度 増減額 ２３年度 ２４年度 増減額 ２３年度 ２４年度 増減額
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
水道事業 192 120 ▲ 72 139 179 40 331 299 ▲ 32
簡易水道事業 274 257 ▲ 17 426 504 78 700 761 61
交通事業 561 492 ▲ 69 20 730 710 581 1,222 641
病院事業 2,776 2,754 ▲ 22 741 526 ▲ 215 3,517 3,280 ▲ 237
下水道事業 4,471 4,681 210 1,424 1,609 185 5,895 6,290 395
介護サービス事業 116 161 45 50 51 1 166 212 46
その他 380 338 ▲ 42 148 119 ▲ 29 528 457 ▲ 71
合　計 8,770 8,803 33 2,948 3,718 770 11,718 12,521 803

（単位：百万円）

（注）１．収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。
　　　２．資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。

合計収益的収入への繰入金 資本的収支への繰入金

他会計繰入金は、１２，５２１百万円で、交通事業や下水道事業等で増加しており、全
体では、前年度より８０３百万円、６．８％の増加となっている。

収益的収入への繰入金は、８，８０３百万円で、前年度に比べて３３百万円、０．３％
増加し、資本的収入への繰入金は、３，７１８百万円で、前年度に比べて７７０百万円、
２６．１％増加している。

また、他会計繰入金を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業の順と
なっており、当該２事業で全体の７６．４％を占めている。
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８８８８．．．．累積欠損金累積欠損金累積欠損金累積欠損金

【補足説明】

・観光施設事業 ２，１２２百万円（対前年度 ７３百万円 ３．６％増）

主な増加要因は、徳島市観光施設事業の純損失が増加したため。

・病院事業 １０，４３７百万円（対前年度 ３９５百万円 ３．６％減）

主な減少要因は、徳島市の病院事業で純利益の増加のため。

■累積欠損金を有する事業の状況

144

786

10,158

1,792

146

841

10,830

1,917

199

911

10,784

1,974

188

874

10,832

2,077

231

770

10,437

2,151

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（百万円）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度（年度）

■累積欠損金の推移

その他

病院事業

交通事業

水道事業

13,97113,86813,734
12,880

13,589

事　　　　業 市町村名 累積欠損金 増　減 増減率（％）
水 道 事 業 阿南市、三好市 231 43 22.9
交 通 事 業 徳島市、鳴門市 770 ▲ 104 ▲ 11.9

病 院 事 業
徳島市、三好市、那賀町
美波町、海陽町、つるぎ町

10,437 ▲ 395 ▲ 3.6

市 場 事 業 徳島市 29 1 3.6
観 光 施 設 事 業 徳島市 2,122 73 3.6
合 計 １２事業（８団体） 13,589 ▲ 382 ▲ 2.7

（単位：百万円）

地方公営企業法の適用企業において、営業活動によって生じた各事業年度の損失（赤字）
額を累積した累積欠損金は１３，５８９百万円であり、病院事業の純損益の改善などによ
り、前年度より３８２百万円、２．７％減少している。

なお、累積欠損金を有する事業数は３４事業中１２事業であり、前年度と同数となって
いる。また、累積欠損金を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで観光施設事業、
交通事業の順となっている。
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９９９９．．．．不良債務不良債務不良債務不良債務

【補足説明】

・観光施設事業 ２，５３８百万円（対前年度 ３８万円 １．５％増）

徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ）において、長年にわたる利用客の低迷による経常

収支の赤字や支払利息による純損益の赤字により、不良債務を有している。

2,319

2,401

2,452 2,500 2,538

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 （年度）

■不良債務の推移

観光施設事業

病院事業

交通事業

2,392 2,5002,4532,698 2,538

29773 1 00

年度平成
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 対前年度比較

事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

交 通 事 業 0 0 1 0 0 0

病 院 事 業 73 297 0 0 0 0

観 光 施 設 事 業 2,319 2,401 2,452 2,500 2,538 38

合 計 2,392 2,698 2,453 2,500 2,538 38

（単位：百万円）

地方公営企業法の適用企業において、資金の不足額を示す不良債務（流動資産－流動
負債）は２，５３８百万円であり、前年度より３８百万円、１．５％増加している。

なお、不良債務を有する事業数は、前年度と同じ観光施設事業の１事業となっている。
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